
1 

 

１．会合名 
「広告等の表示及び景品類の提供に関する規則」等の見直しに関するワーキング・グルー

プ」（第 26回） 

２．日 時 平成 27 年 12 月 21 日（月）午前 10 時 00 分 ～午前 11 時 15 分 

３．議 案 
１．景品類の提供に係る検討事項について 

２．その他 

４．主な内容 

前回ＷＧ（平成 27年 12 月４日（金）開催）を受けて事務局が作成した、「景品類とし

て有価証券を提供する行為」に関するアウトプット案を検討し、内容について合意した。

また、「取引の価額」の考え方に関しても検討した。 

 

１．景品類の提供に係る検討事項について 

（主な意見等） 

資料１「景品類として有価証券を提供する行為に係る留意事項について（たたき台）」

に関して、大要以下のとおり、ＷＧで検討し、合意した。また、資料２「『広告等の表示

及び景品類の提供に関する規則』等の見直しに関するワーキング・グループにおける景品

類の提供に係る検討事項について」の項番２－２．「『取引の価額』の考え方について」に

関してＷＧで検討した。 

 

○資料１「景品類として有価証券を提供する行為に係る留意事項について（たたき台）」 

・ （ロ）景品規制について、「景品類の提供の条件等によっては、有価証券の価格変動

も影響し得ることを加味し、…（中略）提供できる景品類の価額の制限が定められてい

るため、それらの範囲での提供となるようにすること」と記載されているが、具体的に

は、たとえばどのような景品類の提供をする場合に、有価証券の価格変動を加味する必

要があるのか。 

 ⇒ たとえば、景品類として投資信託の買付代金等を提供する場合は、景品キャンペー

ンの企画時点で買付代金等の金額を具体的に指定すれば、景品類として提供する金

額が確定しているので、価格変動の影響は基本的には考えなくともよいと思われる。

一方、具体的な金額を指定せずに、「株式１株の買付代金等をプレゼント」するよう

な景品キャンペーンの場合は、キャンペーンの企画時点では景品類の価額の制限の

範囲内に収まっていても、その後の価格変動により、実際に買付代金等を提供する

時点では価額の制限を超えてしまうこともありえる。ご質問部分の記載は、このよ

うなことがないように留意するべき旨を言っている。 

以上のように、景品類の提供が紐付けられている元の取引が約定した時点では、景

品類として提供される買付代金等が、その対象となる有価証券の価格が確定してい

ないこと等により、決まっていないケースもありうるため、景品類として買付代金

等を提供することを通じて、実質的に景品類として有価証券を提供する行為（以下

「買付代金等プレゼント」）は、景品類として単に現金を提供するキャンペーン等（以

下「現金プレゼント」）とは異なる。したがって、買付代金等プレゼントを実施する

場合には、「現金プレゼント」ではなく、「買付代金等プレゼント」等の表示をする

必要がある。（事務局） 

 

・ 株式等では、景品類として買付代金等を提供する時点になって、結果的に提供可能額

の上限を上回るケースもありうるので、たとえば、買付代金等の金額を指定したり、景

品提供の上限金額を上回った場合には景品提供ができない旨を表示する等、キャンペー

ンを実施する際には、そういったことも考えて対応する必要があると思われる。 
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・ どういった場合に景品提供が可能であるのか等の例示を示すことも考えられるかと思

う。 

 

・ （ハ）取引誘引性及び公正な価格形成については、ＥＴＦが明示されていないが、公

正な価格形成に影響を与えないのであれば、ＥＴＦの買付代金等はプレゼント可能とい

う理解でよいか。 

 ⇒ その理解でよい。ＥＴＦの場合、一時的な価格変動はあるとしても本質的には原資

産等に連動するものであり、公正な価格形成にそこまでの影響は与えないと思われ

る。一方で、公正な価格形成への影響が懸念されるような場合があれば留意するべ

きと思料する。（事務局） 

 

・ （ハ）の後段について、「景品類の提供を受ける条件として、…（中略）強い取引誘

引性を持ち」との記載がある。景品類は通常、取引誘引性を持つと思われるが、当該記

載の読み方を教えてもらいたい。 

 ⇒ 当該記載は、取引誘引性があるだけでなく、公正な価格形成に影響を与える、とい

う結果も生じるのであれば、景品類の提供を行うべきではない、という意味である。

（事務局） 

 ⇒ その意味がわかるよう、「公正な価格形成への影響」に関して追記する。 

 

・ （ニ）の適合性の確認方法については、例示した方が良いと考える。 

 ⇒ 適合性の確認方法について例示を記載することは、協会員の業務を制限することに

つながりかねないので、記載しない方が良いと考える。（事務局） 

 

・ （ニ）の有価証券の商品説明等については、景品類として有価証券を提供する場合に

は、実質的に取得コストが掛からないことから、商品説明を顧客にきちんと聞いてもら

えるのかということについても懸念する。もし、説明をきちんと聞かずに景品類として

有価証券を取得したのであれば、実質的にはその有価証券についての知識や経験は不十

分であると思われる。そのようなケースでは、将来的にその顧客の保有有価証券を確認

したときに、取得コストを払ってきちんと説明を聞いて保有している有価証券との区別

ができず、適合性の判断を誤る心配もある。 

 

・ 「買付代金等プレゼント」の場合には、通常の有価証券買付の場合と同水準の説明が

必要になるとの理解でよいか。 

⇒ ご理解のとおりであると考える。 

 

・ （ニ）の最後部に、「ガイドラインの適用を受けるおそれがあること」との記載があ

る。「おそれ」ということは、ガイドラインが適用されない場合もあるということか。 

（注）ガイドライン…高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン（以下「ガイド

ライン」） 

 ⇒ 景品類として提供される有価証券を限定せずに、個別の商品の勧誘をしない場合等

は、ガイドラインの適用を受けないことがありうると思われる。一方、景品類とし

て提供される有価証券を限定しない場合であっても、買付対象に勧誘留意商品を含

み、かつ、個別の商品説明が必要となるのであれば、ガイドラインの適用を受ける

と考えられる。（事務局） 
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・ 「買付代金等プレゼント」と「現金キャッシュバック」には、実質的な違いはないの

ではないか。 

 ⇒ 前提として、使途が限定されていれば、キャッシュバックであっても、景品提供と

考えなければいけないというのが景品規制の考え方としてある。この点、どの程度

限定すれば景品類となるのかについて、明確な線引きは示されていないが、たとえ

ば、現金の使途を自社の商品等に限定する場合は景品提供となると示されているの

で、自社での有価証券の買付代金を提供する行為を「現金キャッシュバック」（景品

類ではない）と整理するのは難しいのではないかと思われる。（事務局） 

 

・ ここまでの議論を踏まえると、ガイドラインや適合性の原則の判断方法については事

務局案のとおりとし、例示等はしないこととする。 

 

・ （ホ）契約締結前交付書面（目論見書等）の交付の項目には、顧客から受入れる確認

書等も追記する。 

 

・ 資料１の項番２－２．「直接プレゼントについて」の最後部に「適切に業務運営でき

るための…（中略）行わないこととする」と記載している。この記載の趣旨は、理論上

は、すべてを整理しきれば、景品類となる有価証券を顧客へ直接提供する行為（以下「直

接プレゼント」）が可能であるものの、各社での対応可否に関わらず、業界の方針とし

て、直接プレゼントは行わないと一律に決めるということであるが、それでよいか。（事

務局） 

 ⇒ 事務局案に特に反対はないようなので、直接プレゼントは行わないこととするとい

う現行の事務局案で進める。 

 

 

○資料２「『広告等の表示及び景品類の提供に関する規則』等の見直しに関するワーキン

グ・グループにおける景品類の提供に係る検討事項について」 

・ ２－２．「『取引の価額』の考え方について」について、現行の取扱いは、平成７年及

び８年に公正取引委員会の回答を受けたうえで実施しているものなので、現行どおりで

対応すればいいのではないか。 

 

・ 課徴金制度はあくまでも優良誤認や有利誤認といった不当表示の禁止を目的にしたも

のであると理解している。したがって、景品提供の取引の価額に関する考え方とは性格

が異なる話であり、課徴金制度と景品提供の取引の価額に関する考え方とは直接的な関

係はないのではないか。 

 

・ 課徴金制度においては、たとえば、小売業者等の場合、顧客が支払った金額を「売上

額」としているのに対して、証券界では、顧客が支払った金額ではなく、収益部分を「売

上額」であると主張しているため、景品提供においても、取引の価額は収益であると言

う方が自然かもしれない、というのが事務局の考えか。 

 ⇒ そのとおりである。（事務局） 

 ⇒ 景品提供の上限額については、取引の価額だけでなく、正常な商慣習で適当と認め

られる限度という制限が設けられている。したがって、その点の考え方を整理すれば、

結果的には景品金額は収益を超えない範囲に収まると考えられるため、取引の価額に

ついては現行どおりとする考え方で特に問題ないようにも思える。 
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 ⇒ 各社の考えについて意見照会したい。（事務局） 

 

２．その他 

（主な意見等） 

特になし 

 

以   上 

５．その他 ※本議事要旨は暫定版であり、今後、内容が一部変更される可能性があります。 

６．本件に関

す る 問 い

合わせ先 

自主規制企画部（０３－３６６７－８４７０） 

 


